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市の組織の再編、部等の名称変更等（平成19年４月１日）に伴う変更 

 
第２編第１章第１節１(1) 初動指令部の設置（３３頁）中 

変 更 前 変 更 後 
ア 府を通じて、武力攻撃等の発生の兆候に関する情報を入手した場合等に

おいて、法務・危機管理担当理事は、各部局危機管理担当を招集し、初動

指令部を設置する。 
イ 法務・危機管理担当理事は、適宜、状況等について市長に報告し、その

指示を受ける。 

ア 府を通じて、武力攻撃等の発生の兆候に関する情報を入手した場合等に

おいて、危機管理監は、各部局危機管理担当を招集し、初動指令部を設置

する。 
イ 危機管理監は、適宜、状況等について市長に報告し、その指示を受ける。 
 

 
第２編第１章第１節１(2) 設置基準（３３頁）中 

変 更 前 変 更 後 
③ その他法務・危機管理担当理事が必要と認める場合 ③ その他危機管理監が必要と認める場合 

 
第２編第１章第１節１(3) 初動指令部の組織（３３頁）中 

変 更 前 変 更 後 
ア 初動指令部は、法務・危機管理担当理事及び各部局危機管理担当をもっ

て組織・運営する。部長は、法務・危機管理担当理事をもって充てる。 
ア 初動指令部は、危機管理監及び各部局危機管理担当をもって組織・運営

する。部長は、危機管理監をもって充てる。 
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第２編第１章第１節４ 勤務時間外等の体制（３５頁）中 

変 更 前 変 更 後 
勤務時間外等においては、消防本部及び守衛は、市民、関係機関等から情

報を得た場合は、直ちに法務・危機管理担当理事に連絡することとする。 
連絡を受けた法務・危機管理担当理事は、関係機関との連絡調整を行うと

ともに、速やかに活動体制を確立する。 
消防本部は、市長部局での体制が整うまでの間、事案の状況等について市

長に報告し、その指示を受け、情報の収集・整理、事案への対処など、必要

な措置を講じる。 

勤務時間外等においては、消防本部及び守衛は、市民、関係機関等から情

報を得た場合は、直ちに危機管理監に連絡することとする。 
連絡を受けた危機管理監は、関係機関との連絡調整を行うとともに、速や

かに活動体制を確立する。 
消防本部は、市長部局での体制が整うまでの間、事案の状況等について市

長に報告し、その指示を受け、情報の収集・整理、事案への対処など、必要

な措置を講じる。 
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第２編第１章第２節１(2) 組織の表（３７頁）中 

 
 

 
 
 
 
 
 

変 更 前 変 更 後 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 部 長 
市長 

副本部長 
助役（２名） 
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本 部 長 
市長 

副本部長 
副市長（２名） 
教育長 
水道事業管理者

危機管理監 
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各部局長 

市対策本部 

事務局 

現地対策本部 
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総
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第２編第１章第２節１(4) 各部局等の所掌事務の表（３８頁から４２頁）中 

 

 
 
 

変 更 前 変 更 後  

総務部 （略） 

人権文化部 （略） 
政策推進部 （略） 
環境部 （略） 
財務部 （略） 
市民生活部 （略） 
健康福祉部 （略） 
こども未来部 （略） 
建築都市部 （略） 
土木下水道部 （略） 
収入役室 （略） 
豊中病院 （略） 
水道局 （略） 
消防本部 （略） 
教育委員会 （略） 
農業委員会事務局 （略） 
各行政委員会事務局 （略） 

 

総務部 （略） 
人権文化部 （略） 
政策企画部 （略） 
環境部 （略） 
財務部 （略） 
市民生活部 （略） 
健康福祉部 （略） 
こども未来部 （略） 
まちづくり推進部 （略） 
土木下水道部 （略） 
会計室 （略） 
豊中病院 （略） 
水道局 （略） 
消防本部 （略） 
教育委員会 （略） 
農業委員会事務局 （略） 
各行政委員会事務局 （略） 
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第２編第１章第２節１(7) 市対策本部の事務局（４２頁から４３頁）中 

 
第２編第１章第２節１(8) 市対策本部の開設（４３頁から４４頁）中 

 
第２編第１章第２節１(9) 市対策本部員等の参集（４４頁）中 

 

変 更 前 変 更 後 
市対策本部に、市対策本部長の意思決定を補佐するとともに、対策本部の

事務を処理するため、事務局を置き、事務局長は、法務・危機管理担当理事

をもって充てる。 

また、事務局に次に掲げる班を置く。 

【事務局の編成】 
職・班名 担当職 主な事務分掌 

事務局長 法務・危機管理担当理事 （略） 
副事務局長 行財政再建対策監 

情報政策担当理事 

（略） 

 

市対策本部に、市対策本部長の意思決定を補佐するとともに、対策本部の

事務を処理するため、事務局を置き、事務局長は、危機管理監をもって充て

る。 

また、事務局に次に掲げる班を置く。 
【事務局の編成】 
職・班名 担当職 主な事務分掌 

事務局長 危機管理監 （略） 
副事務局長 行財政再建対策監 （略） 

 

変 更 前 変 更 後 
ア 法務・危機管理担当理事は、市役所第２庁舎３階会議室に市対策本

部を開設するとともに、市対策本部に必要な各種通信システムの起動、

資機材の配置等必要な準備を開始する。 

ア 危機管理監は、市役所第２庁舎３階会議室に市対策本部を開設する

とともに、市対策本部に必要な各種通信システムの起動、資機材の配

置等必要な準備を開始する。 

変 更 前 変 更 後 

法務・危機管理担当理事は、市対策本部員、事務局員等に対し、あらかじ

め定めた連絡網に基づき、参集するよう連絡する。 

危機管理監は、市対策本部員、事務局員等に対し、あらかじめ定めた連絡

網に基づき、参集するよう連絡する。 
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第２編第１章第２節２(1) 職員の配備指令（４４頁から４５頁）中 

 
 
 
 
 

変 更 前 変 更 後 
ア 市長は、対策本部を設置すべき地方公共団体として指定をした旨の通知

を受けたときには、直ちに、全職員による配備を法務・危機管理担当理事

に指令する。 
(ｱ) 勤務時間外 

法務・危機管理担当理事が各部局長に連絡し、各部局長は、所属職

員に対し、あらかじめ定めた連絡網に基づき、勤務場所へ参集するよ

う連絡する。 

 (ｲ) 勤務時間内 

法務・危機管理担当理事が各部局長に連絡し、各部局長は各職員に

伝える。 
（略） 

【勤務時間外の配備通達ルート】 

 

 

 

 

 

 

ア 市長は、対策本部を設置すべき地方公共団体として指定をした旨の通知

を受けたときには、直ちに、全職員による配備を危機管理監に指令する。 
(ｱ) 勤務時間外 

危機管理監が各部局長に連絡し、各部局長は、所属職員に対し、あ

らかじめ定めた連絡網に基づき、勤務場所へ参集するよう連絡する。 

 (ｲ) 勤務時間内 

危機管理監が各部局長に連絡し、各部局長は各職員に伝える。 

（略） 
【勤務時間外の配備通達ルート】 

 

 

 

 

 

 

消
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本
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守
衛 

市長（助役） 

法務・危機管理担当理事 部局長 各職員 

大
阪
府 
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防
本
部 
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び
守
衛 

市長（副市長） 

危機管理監 部局長 各職員 

大
阪
府 



 7 

第３編第１章第１節１ 各部局等における業務（１０６頁から１０８頁）中 

変 更 前 変 更 後  

部局等名 平素の主な業務 
行財政再建対策室 （略） 
総務部 
 
 
 
 

・国民保護に関する業務の総括に関すること 
・国民保護に係る関係機関との連絡調整に関すること 
・国民保護協議会の運営に関すること 
・市国民保護対策本部に関すること 
・避難実施要領のパターンの作成に関すること 
・物資及び資材の備蓄等に関すること 
・国民保護措置についての訓練に関すること 
・職員の研修に関すること 
・特殊標章等の交付等に関すること 
・自主防災組織の活動支援に関すること 
・国民保護に関する啓発に関すること 
・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 
・安否情報事務に係る総合調整に関すること 
・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制

の整備に関すること 
人権文化部 （略） 
政策推進部 （略） 
環境部 （略） 
財務部 （略） 
市民生活部 （略） 
健康福祉部 （略） 
こども未来部 （略） 
建築都市部 （略） 
土木下水道部 （略） 
収入役室 （略） 

 

部局等名 平素の主な業務 
行財政再建対策室 （略） 
危機管理室 ・国民保護に関する業務の総括に関すること 

・国民保護に係る関係機関との連絡調整に関すること 
・国民保護協議会の運営に関すること 
・市国民保護対策本部に関すること 
・避難実施要領のパターンの作成に関すること 
・物資及び資材の備蓄等に関すること 
・国民保護措置についての訓練に関すること 
・自主防災組織の活動支援に関すること 
・国民保護に関する啓発に関すること 
・安否情報事務に係る総合調整に関すること 

総務部 
 
 
 
 

・職員の研修に関すること 
・特殊標章等の交付等に関すること 
・警報等の伝達・通知先の把握に関すること 
・所管に属する避難所での安否情報の収集・提供体制

の整備に関すること 
人権文化部 （略） 
政策企画部 （略） 
環境部 （略） 
財務部 （略） 
市民生活部 （略） 
健康福祉部 （略） 
こども未来部 （略） 
まちづくり推進部 （略） 
土木下水道部 （略） 
会計室 （略） 
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第３編第１章第１節２(1) ２４時間即応体制の確立（１０８頁）中 

 

 
 

 

 
 

変 更 前 変 更 後 
ア 市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて速

やかに対応する必要があるため、２４時間体制の消防本部及び市役所

庁舎守衛から、速やかに市長及び法務・危機管理担当理事等に情報連

絡が行えるよう体制の確立を図る。 

ア 市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて速やかに

対応する必要があるため、２４時間体制の消防本部及び市役所庁舎守衛から、

速やかに市長及び危機管理監等に情報連絡が行えるよう体制の確立を図る。 


